
















































































































































































































































































（20）　See Olga Kharif, Retail Derivatives That Pay Out With Bitcoins Approved by 
CFTC, June 25, 2019, https://www.bloomberg.com/news/articles/2019─06─25 
/retail─derivatives─that─pay─out─with─bitcoins─approved─by─cftc.
（21）　Nikhilesh De, SEC Delays Decisions on 3 Bitcoin ETF Proposals, Aug 12, 
2019, https://www.coindesk.com/sec─delays─decisions─on─3─bitcoin─etf─pro 
posals─until─autumn.
（22）　Adrian Zmudzinski, G20 Leaders Reaffirm Position on Cryptocurrencies in 



































国家インターネット金融安全技術専門委員会（National Committee of experts 
on the Internet financial security technology）は，関係プラットフォームを通じ
て収取したデータに基づき，「2017年上半期国内 ICO発展状況報告」を発表し
た。同報告によれば，2017年上半期，中国大陸部で，65もの ICOプロジェクト
があり，融資規模は人民元に換算して凡そ26.16億元に達し，延べ参加者数は
10.5万人であった（24）。うち，実物のプロジェクトによる支えのないものが圧倒
的で，しかも，発行された仮想通貨に「エア幣」・「ねずみ講幣」が多かっ
た（25）。ICOという表看板を掲げた不法資金調達プラットフォームも混在して
おり，「マイニング」や「購入」といった名目で詐欺すると分かった。
　投資者の合法的権益を保護し，金融リスクを防止・解消するために，2017年
9月 4日，中国人民銀行をはじめとした七部門は，「仮想通貨公開融資リスク
防止に関する公告」（以下，「公告」と略称）を公表した。ICOの禁止のほか，
「公告」では，仮想通貨融資取引所の業務制限も強調された。ビットコインを
代表としたあらゆる非法定仮想通貨は中国で全面的に取引禁止とされ，仮想通
貨取引所も次第に中国大陸部から撤退した。中国で，仮想通貨はもはや合法的
な取引対象でなくなった。
3 ．裁判所は仮想通貨に私法的意義があると認めた
　2014年から2017年の間，中国では，仮想通貨取引は異常に活況となり，関連
する紛争も多く引き起こされた。中国裁判文書網で公開された各級人民裁判所
による査定済み事件のうち，仮想通貨に関わるものは73件ある。こうした事件
において，仮想通貨につき，以下のように認識されることが分かった。
（ 1）仮想通貨は物権法的意味での「物」でないが，「仮想商品」である
　馮亦然対北京楽酷達ネットワーク科学技術有限公司の契約紛争事件で（26），
第一審の裁判所は，「ビットコイン自体に固有の価値はないが，わが国現行の
（24）　報告：2017上半期国内 ICOプロジェクトのリリース頻度は加速的に上昇
する傾向．2017年 7月26日．http://www.xinhuanet.com/info/2017─07/26/
c_136473993.htm，（参照2019年 8月20日）．
（25）　いわゆる「エア幣」「ねずみ講幣」とは，ICO白書に何の技術説明又は実
質的な技術ロードマップもない仮想通貨のことである。仮想通貨を発行して
融資するのは，リアルのプロジェクトに投入するのではなく，ただ過剰宣伝
を利用して，新しい投資者を絶えず引き付け，新規入ってきたお金を既有メ
ンバーに分配する仕組みで利益を上げる。
（26）　（2018）京0108民初24805号民事判決文書。
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法律ではビットコインといったネットワーク仮想財産を物権法の『物』とする
定めがないことに鑑み，物権法の原則に則って，原告は所有権関連の法律規定
（例えば果実）に従って被告に，ビットコインの『分岐』によるビットコイン
現金の交付を要求することはできない（27）」と判断した。東京地方裁判所によ
る平成26年（ワ）第33320号事件の判決と異なり，同事件の裁判所はビットコ
インのことを制御・支配できるもの，しかも所有権の客体となるすべての可能
性を持つものとみなした。同裁判所は，ビットコインを物権法上の「物」とし
て否定するのは，ビットコインが有体物でないと判断したためでなく，中国の
物権法では仮想通貨のような物権客体に関する定めはなく，物権法の原則に反
すると判断したためである。
　圧倒的に多数の判決で，ビットコインといった仮想通貨を「仮想商品」とみ
なす根拠は，銀発〔2013〕289号「通知」である。陳建・陳龍杰等対張鄭友の
委託契約紛争事件で（28），第二審の裁判所は，「イーサリアムといった『仮想通
貨』は法定通貨でもなく，強制通用力といった通貨の属性も有していないが，
商品としての属性と財産的価値を有する。わが国では，法律や行政法規で，イ
ーサリアムといった『仮想通貨』の保有と合法的流通を禁止していない」と判
断した。
　馮亦然対北京楽酷達ネットワーク科学技術有限公司の契約紛争事件では（29），
第一審の裁判所は，「ビットコイン取引は事実として存在し，保有者はこれを
通じて利益を入手したいと思っていた。ネットワークの環境で商品交換の過程
において，ビットコインの価値はビットコインを取引の媒介とする市場に対す
る信頼によって決められるため，ビットコインは契約法における取引の対象で
あり，法律で保護される『民事利益』を有する」と判断した。
　判決から分かるように，わが国の裁判所はビットコインといった仮想通貨の
紛争解決にあたり，法律法規によって解決すると同時に，私的自治を十分に尊
重した。仮想通貨を特定の仮想商品とみなし，当事者の間の取引行為を認める
ことは，当事者の合法的権益の保護に有利である。裁判所は，仮想通貨を
（27）　2017年 8月 1日20：20，ほんの一部のビットコイン開発者より打ち出され
た設置の異なる新しいバージョンのビットコインであるビットコイン現金
Bitcoin Cashはマイニング開始し，ビットコイン投資者のアカウントにビッ
トコイン数量と同等のビットコイン現金（BCC）が入ってきた。
（28）　（2018）閩09民終1819号民事判決文書。
（29）　（2018）京0108民初24805号民事判決文書。
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「物」と認めなかったため，東京地方裁判所平成26年（ワ）第33320号事件にあ
った原告による原物取戻しを請求する訴訟は，中国でも人民裁判所の支持を得
ることはできない。しかし，これは中国の裁判所がこうした当事者の権益を守
らないことを意味しない。
（ 2）物権法を適用せず，当事者は債権関係にある
　筆者が集めた73の事件のうち，直接物権法を利用して解決したのは一つもな
かった。刑事，行政，及び労働紛争に関する事件を除き，契約，事務管理，不
当利得といった債権関係による紛争が圧倒的に多かった。これらに対して，人
民裁判所は，主に下記のような認識を持っていた。一つ目は，仮想通貨は物権
法上の物でなく，当事者の関係も物権関係でないため，直接「物権法」を適用
しない。二つ目は，当事者の関係は契約関係であって，売買契約，委託契約，
サービス契約など「契約法」によって処理すべきだと一般的に考えられる。三
つ目は，当事者の間にある仮想通貨取引契約が履行されていなかった場合，不
当利得とみなして紛争解決する。
（ 3）仮想通貨取引所の法的責任
　ビットコインそのものは脱中心化であって，ユーザーの間に媒介機構を一切
必要とせず，電子の指令を出せば，ビットコインは直ちに一つのアカウントか
らほかの指定のアカウントへ移転する。また，プラットフォームは仮想通貨の
売買に信用担保を提供したり，取引の場所を集中させたりする機能を担うた
め，ネットワークのプラットフォームを通じて取引する仮想通貨ユーザーは圧
倒的に多い。わが国では，2017年 9月 4日以降，仮想通貨取引所は禁止される
ようになったが，それまでの何年間，仮想通貨取引所は何社かあり，中国はか
つて，世界で仮想通貨参加者の一番多かった国であった。
　日本でも，中国でも，ビットコインといった仮想通貨は所有権の客体ではな
いと思われるため，仮想通貨保有者と取引所の間で紛争が起これば，物権の請
求権に基づいて仮想通貨取引所に仮想通貨の取戻しを要求することはできない
のである。普通，双方の間の契約関係に基づいて解決し，特定の状況で事務管
理や不当利得といった債権関係が生じることもある。そこで，本報告は，私法
的意味でのプラットフォーム責任のみを取り上げるが，ネットワーク取引所を
利用した不法資金調達や詐欺といった刑事犯罪行為は対象外であることを述べ
ておきたい。
　紀徳岩対済南曼維情報科技有限公司（以下「済南曼維」と略称）契約紛争事
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件で（30），裁判所は，Gateioでアカウントを新規作成しビットコイン売買取引
に資金を投入した紀徳岩と，ユーザーの取引にネットワーク取引所サービスを
提供する Gateioの運営者曼維公司とは，サービス契約関係にあるが，それは，
紀徳岩の保有するビットコインに対して取引所に保管義務があること意味する
ものではない。中国の関連法律法規にしたがって，ビットコインといった仮想
通貨はネットワーク仮想商品であって，合法的な物品ではなく，法律上保護を
受けず，投資者の自己責任であると判断した。
おわりに
　ネットワーク時代に出てきた新しい技術として，仮想通貨は投資者の注目を
集めた。ビットコインをはじめとする仮想通貨は，ある意味で，法定通貨の特
徴を完全に有している。それによる法律問題は複雑であって，従来の法律体系
から適用できる規定をすぐに見つけることは難しい。仮想通貨の技術的特徴や
プログラム開発により，その属性及び関連する法律関係の性質を深く分析し，
古い法律を合理的に解釈すると同時に，時代の発展に適応できない古い概念や
古い体系を更新する必要がある。前述してきた仮想通貨の物権的意味はここに
ある。日本も中国も伝統的な大陸法系の国であり，私法体系はほぼ同じであ
る。事件を対照して，両国では仮想通貨を物権法上の「物」と認めないことが
分かった。仮想通貨が所有権の客体となれないことは，私法だけでなく，公法
の問題にもつながる。例を挙げよう。北京市海淀区あるインターネット科技公
司の社員仲某は，職務上の便宜を利用し，管理者権限を通じてコードを差込
み，自社サーバーにあるアプリケーションを改竄することで，同社から100の
ビットコインを盗んだ。法律の角度からビットコインの属性を明確にできない
ため，やむを得ず，2018年 2月 8日に，北京市海淀区人民検察院は，コンピュ
ータ情報システムデータ非法取得罪で犯罪容疑者の仲某を逮捕することを許可
した（31）。
　日本は，近年，仮想通貨をめぐる法律制定において積極的であり，「金融商
（30）　（2017）鲁0191民初315号民事判決文書。
（31）　紀敬玲，楊程．北京市初のビットコイン窃盗案にて，コンピュータ情報シ
ステムデータ非法取得罪で海淀検察院は逮捕を許可した．2018年 3月30日．
http://hdzfzzw.bjhd.gov.cn/cx/gzcx/201803/t20180330_4284047.htm，（参照
2019年 8月25日）．
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品取引法」と「資金決済法」の改正を相次ぎ成立させた。ICO規制や仮想通
貨の性質，取引リスク防止といった問題につき，詳しく規定してきた。それに
対して，中国は比較的に保守的で，特に2017年 9月 4日「公告」が公表されて
以降，仮想通貨や ICOは全面的に禁止されるようになった。将来，法律制定
にあたり，仮想通貨に関連する問題を現行の法律体系に盛り込むか否かにつ
き，真剣に検討すべきである。
　日本と中国だけでなく，世界中ほとんどの国は，私法上，仮想通貨をいかに
理解するかに注目しているのが事実である。例えば，アメリカでは，ビットコ
インの所有権をいかに合法的に評価するかに関する討論は多い（32）。更に深い
意味で言うと，仮想通貨は単に仮想商品や暗号資産のように簡単なものではな
く，一定の範囲で法定通貨に取って代わり，あるいはその地位を動揺させるか
も知れない。国の金融秩序，通貨体系，及び政府の存在意義に関わる深刻な問
題である。今年 6月に，フェースブック（Facebook）は，まもなく暗号通貨
Libraを発行すると突然公表した。世界的に主要な SNSとして，フェースブッ
クは中国大陸部を除いて 9億以上のユーザーをカバーしていることから，仮想
通貨を発行することの影響と意義は，ビットコインを含めたあらゆる仮想通貨
と比べ物にならないことになる。仮想通貨の将来は予測できないが，各国政府
として，何もせずに傍観する，又は，とにかく禁止するのではなく，積極的に
対応すべきである。
（32）　森下哲朗「FinTech時代の金融法の課題」資本市場374号（2016）63頁。
